
 1  
 

 

 

 

 



 2  
 

令和３年度 あすか山訪問看護ステーションの総括 

 

はじめに 

  

第１章 あすか山訪問看護ステーションを取り巻く状況 

  

第２章 令和３年度の実際 

Ⅰ.事業実績 

 １．訪問看護事業 

  １）全体 

  ２）神谷 

  ３）赤羽サテライト 

  ４）リハビリチーム 

  ５）看護補助 

 ２．居宅介護支援事業 

 ３．相談支援事業 

 ４．地域支援事業 

 ５．公益事業 

  １）教育実習指導 

  ２）東京都委託事業 

  （１）教育ステーション事業 

  （２）小児在宅移行研修事業 

  ３）北区委託事業 

（１）在宅療養相談窓口 

（２）新型コロナウイルス感染者自宅療養者対応事業 

  ４）介護職へのたん等の吸引指導 

 

Ⅱ. 訪問看護ステーションの運営（委員会活動、係活動） 

 １．ハラスメント委員会（財団全体） 

 ２．ＢＣＰ委員会（財団全体） 

 ３．虐待対策委員会（財団全体） 

 ４．医療安全委員会 

 ５．働き方改革委員会 

 ６．５年後のあすか山を考える委員会 

 ７．記録検討委員会 

 ８．学習会係 

 ９．小児係 

 10.外部委員等 
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Ⅲ. 経営実績 

 

第３章 令和４年度事業方針 

Ⅰ 事業概要 

 １．訪問看護事業 

  １）全体の方針と目標 

２）神谷 

  ３）赤羽サテライト 

  ４）リハビリチーム 

  ５）看護補助チーム 

 ２．居宅介護支援事業 

 ３．相談支援事業 

 ４．地域支援事業 

 ５．公益事業 
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  ２）東京都委託事業 

  ３）北区委託事業 

  ４）介護職へのたん等の吸引指導 

Ⅱ. 訪問看護ステーションの運営（委員会活動、係活動） 

  １．ハラスメント委員会（財団全体） 

  ２．ＢＣＰ委員会（財団全体） 

  ３．虐待対策委員会（財団全体） 

  ４．医療安全委員会 

  ５．働き方改革委員会 

  ６．５年後のあすか山を考える委員会 

  ７．記録検討委員会 

  ８．学習会係 

  ９．小児係 

  10. 外部委員等 

 

第４章 個人総括 

 

おわりに 
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はじめに 

統 括 所 長 

平原 優美 

 

 令和３年度は、新型コロナウイルス感染症拡大の２年目として第５波では、

北区から委託を受け自宅療養者への対応をしました。全職員が協力し、職場の

安全環境にも気を配りながらの１年でした。第６波は、より感染しやすいウイ

ルス株に変異したことで、第５波を大きく上回る陽性者人数の急増により、あ

すか山訪問看護ステーション職員や、その家族も感染し、これまで以上に職員

間で支え合い、乗り越えてきました。訪問看護事業、居宅介護支援事業、相談

支援事業はもちろんのこと引き続き新型コロナウイルス感染者自宅療養者への

対応を訪問の合間に実施している状況です。早い終息を心の底から願っていま

す。 

 また、コロナウイルス感染者が発生した初年度は、その対応を含めステーシ

ョン運営についても緊急時として管理者主導で実施してきました。そこで、令

和３年度は、ステーションの運営を委員会や係活動として常勤職員で分担し、

自主性を重んじ、職員の意見を運営に反映できる基盤をつくってきました。ま

た、コロナウイルス感染拡大の長期化は職員の精神的負担が大きいことから、

ストレスとの向き合い方について研修受講し、自分との向き合い方を学びまし

た。さらに、東大の地域看護教室の山本教授の協力を得て、特に看護師に丁寧

に自宅療養者への対応に対する葛藤や不安な感情の吐露などの支援を受けるこ

ともできました。 

 一方、あすか山訪問看護ステーションはこれまで、地域のニーズにこたえ質

の高いケアを実施できることを目標に運営してきましたが、職員がゆとりをも

ち、勤務時間内に勉強や委員会活動ができ、あすか山訪問看護ステーションで

の働き方を大幅にみなおし、体制をととのえるための準備期として 12月から

新規を制限してきました。つまり、職員が自分の能力を最大限発揮できる最適

なステーション規模の模索でした。 

 以上、令和３年度はあすか山訪問看護ステーションにとって、大きな転機と

なった１年となりました。令和４年度は、さらに、職員が健康に働ける職場づ

くりと質の高い支援を提供できるステーションを目指していきたいと思いま

す。 
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第１章 あすか山訪問看護ステーションを取り巻く状況 

 

 東京都の高齢化率は上昇し、高齢者人口（65歳以上）は増加し大都市におけ

る在宅医療の充実は緊急の課題である。東京都が構築を目指す地域包括ケアシ

ステムには切れ目のない医療提供として在宅療養支援窓口が位置付けられ、自

宅へのスムーズな移行の重要性を掲げている。

 

 

 

 

 



 6  
 

北区の状況 

北区は商店街が多く、都内で公共賃貸住宅が最も多い区である。一人親家庭

も多い。 

 

 

 北区は悪性新生物が多い。喫煙、飲酒など多く、生活習慣病が多い背景があ

る。 

東京都北区の高齢化率は 24.4％と 23区で２位と高い。また、高齢者の単身

者が多いことも北区の特徴である。単身者を含む高齢者のみの世帯は地域によ

る偏りが大きく、赤羽の桐ヶ丘団地などは高齢化率 40.1％と都営団地の高齢化

が顕著である。 

 当ステーションの利用者は医療保険が多く、北区では難病をはじめとする指

定疾患や、成人や小児の精神疾患り患者も増加し、今後、発達障害、自閉症な

どの児童精神科の利用者依頼が予想できる。 
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※精神障害者保健福祉手帳とは、統合失調症、うつ病・そううつ病などの気分

障害、てんかん、薬物やアルコールによる中毒精神病、高次脳機能障害、発達

障害（自閉症、学習障害、注意欠陥多動性障害等）が対象。 
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 北区の死因は悪性新生物が１位となっており、平均寿命、健康寿命がともに

東京都の平均を下回っている。 

 

 

 

北区は、このような実態から、北区地域保健福祉計画として、地域包括ケア

システムの構築や障がい児者の保健福祉計画などを立案し、地域支援事業を展

開している。 
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 北区の区民は、「最後は自宅で迎えたい」と希望する割合が東京都の平均は

41.8％だが、北区の一般高齢者の希望は 32.7％と低い。 

 

 

東京都                 北区 最期を迎えたい場所 
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在宅療養者の介護者の不安は、高齢者のみ世帯や単身者が多いことから、外

出の付き添いや病院などへの送迎が多かった。 

 令和３年度の大きな変化は、医療的ケア児の法律化で、都立大塚病院に設置

される医療的ケア児医療センターと今後連携していくことが課題である。 

 

在宅療養者の介護者の不安 

 

 



 13  
 

訪問看護ステーション数などの実態 
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第２章 令和３年度の実際 

 

Ⅰ.事業実績 

１．訪問看護事業 

１）全体 

（１）あすか山訪問看護ステーションの利用者の実際 

令和３年度の訪問看護事業は、介護保険利用者 157名、医療保険利用者

285名の合計 442名であった。 
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（２）令和３年度の目標 

１．業務体制（役割分担）を改革し、時間外業務を減らす 

２．訪問調整担当や、年休のセルフ管理を強化し、休みやすい業務環境づ

くり 

３．新入職員向けやラダーとして専門職の学びを深める教育プログラムの

作成 

４．質の高いケア技術の標準化と、安心・安全に実施でき、満足度の高い

地域支援事業プログラムづくり 

５．経営的安定、事業安定を継続し、新たな創造ができる 

 

（３）令和３年度の振り返りと令和４年度の課題 

具体策 実際 2022 年度にむけて 

１．新規利用者にかかる業務、

報告書・計画書作成業務な

ど事務職に協力を得て、看

護師の時間外業務を半分に

減らす 

 

・月 70万円の時間外賃金が月

50万円減少し年間 240万円

の支出を抑える  

 

２．全職員の平均年休取得日

数 10 日、リフレッシュ休暇

の取得 

 

 

３．皆が健康で過ごせる  

 

 

 

 

 

４．個人や地域のエンパワメ

ントにつながる支援を実施

する    

    

    

 

 

・リーダーが週半日ずつと

り、新規対応の時間にした。 

看護計画の立案が時間内に

は難しく、記録委員会で話

し合ってもらった。 

・事務に基本情報入力や契約

業務を依頼したが、困難感

があり中断した。 

・月 60 万円時間外 

・年休取得は常勤者で 2 月ま

でに５日取得できない職員

が２名いた。取得率に格差

があり、看護師がとりにく

い状況がある。 

・働き方委員会の開催 

・コロナ感染症関連を含む病

休者４名 

 

 

 

・個人のエンパワメントとし

てのポートフォリオ面談が

コロナ禍でできなかった 

・ 地 域 支 援 事 業 と し て

YouTube によるオンライン

秋祭りを実施、クリスマス

には歌の YouTube を行っ

た。 

・新しいリーダー体制とリー

ダー業務に必要な週半日の

時間を確保し、新規と看護

計画、連絡の時間が業務時

間内に実施できる。 

・月 60万円程度の時間外賃金

が月 50 万円に減少 

 

 

・各自が年休取得計画をた

て、リフレッシュ休暇、年

休 10 日以上取得できる 

 

 

・働き方委員会、５年後を考

える会を開催する。 

・看護師の緊急携帯当番の負

担を軽減するため、土日の

当番は振替休として週５日

の勤務とする。 

・毎週火曜日全職員で委員会

活動に参加し主体的に運営

に参加できるようにする。

専門職としての経験が知識

と技術として認識でき成長

できるようにする。 

 



 18  
 

 

２）神谷 

（１）令和３年度利用者実績（図１,２,３） 

令和３年度あすか山訪問看護ステーションの年間利用者数 442 名のうち、神

谷の年間利用者数は 241名であり全体の 54%を占めた。 

神谷の医療保険利用者は 169名（70％）、介護保険利用者は 72名（29,9％）で

ある。医療保険利用者の占める割合が、事業所全体の割合より多い。医療保険利

用者の内訳として精神 52％、次に神経 27％であった。介護保険利用者人数の内

訳は、循環器 30％、精神 18％、筋骨格 16％であった。 

 

図１ 医療保険疾患別人数内訳 

 

 

図２ 介護保険疾患別人数内訳 
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年齢別利用者数は、医療保険では 50～59歳が 41名と一番多い（図３）。０～

19 歳の利用者数は、あすか山訪問看護ステーション全体 48 名に対し、神谷 26

名赤羽 22名と差は少ないが、０～９歳は 24名中、神谷が 17名と約８割（70,8％）

を占め、小児利用者が多かった。また、小児がんの在宅看取りのケースもあった。

介護保険は、75 歳以上の後期高齢者の占める割合が高いことが分かる（図４）。 

 

図３ 医療保険年齢別利用者数 

 

 

図４ 介護保険年齢別利用者数 

 

 

（２）利用者推移と特徴  

①当月/新規利用者推移 

新規利用者・終了者数の推移（図５,６）は、新規利用者月１名～11名とバ

ラつきがあった。令和４年に入り、訪問看護事業縮小の経営方針に伴い、医療
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保険対象者以外の新規受付を中止しており、1月に８件、２月に８件、３月に

２件の新規依頼を断っているため年度末に向けて新規利用者数は減っている。 

終了者数は３月を除くと２～５名程度と変動は少なかった。３月は職員の退職

に伴い担当していた利用者の調整（他ステーションへ紹介や訪問終了）、小児

の保育園入園に伴う終了、施設入所などが理由で 16名と多かった。 

新規依頼を年齢別でみると０～９歳の割合が新規利用者数の 13％を占め、

その内０歳児が７名であった。医療的ケアがない低出生体重児に退院直後から

介入し、母子を支援する依頼が多かった。そのため７名の内５名は体調の安定

や育児の範囲での療養となり、年度内に終了となっている。 

 

図５ 新規利用者数 

 

※体制整備のため新規の御断り 

図６ 利用終了者数 

 
※体制整備のためリハ対象者を別ステーション紹介 
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（３）人員体制 

①令和３年４～５月時点の人員配置 

職種 雇用形

態 

人数（名） 備考 

看護師 
常勤 ４  

非常勤 ５  

    

②人員の変動 

月 内容 

令和３年４月 ＜育休から復職＞ 

５月 ＜入職＞ 

６月 ＜異動＞ 

７月  

８月  

９月  

10月  

11月 ＜退職＞ 

12月  

令和４年１月  

２月 ＜異動＞副所長として赤羽へ異動 

３月 ＜入職＞ 

４月 ＜退職＞ ４月１日～有給消化 

（４）連携施設 

指示医療機関：  

 医療保険は、全 168 件の依頼があり、東京ふれあい医療生協協同組合 梶原

診療所（在宅）17件、医療法人社団隆樹会 木村クリニック 13件、一般財団法

人精神医学研究所附属 東京武蔵野病院６件、子ども在宅クリニックあおぞら

診療所墨田と帝京大学医学部附属病院６件の順であった。 

介護保険では、医療機関から全 71件の依頼があり、医療法人社団隆樹会 木

村クリニック 23件、東京ふれあい医療生協協同組合 梶原診療所（在宅）６件、

王子生協病院５件、医療法人財団明理会 明理会中央総合病院３件、順天堂大学

医学部附属、順天堂医院と帝京大学医学部附属病院２件の順に多かった。介護・

医療ともに、同じ北区内で連携している医療機関からの依頼が多かった。 

（５）令和３年度まとめと次年度の目標 

増員４名、退職者２名、異動２名あり、数か月おきに入退職があったため年間

を通したスケジュール調整が必要であった。 

８月～（現行）北区から「新型コロナウイルス感染者等の健康観察業務委託」

を受け、訪問看護業務と並行して陽性者の電話対応を行っている。事業開始とな
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った８,９月は対象者が多く、曜日別に担当を決めて対応に当たった。現在は、

専任を決めず、訪問看護業務の合間に対応している。また土日祝日の対応は職員

個人と北区ステーション連絡協議会の契約により、当番制で対応している。 

職員が陽性者、職員の家族の濃厚接触者となり隔離期間中自宅待機となるこ

とがあったが事業所がクラスター化することはなく訪問看護業務が滞ることは

なかった。 

利用者と職員間で濃厚接触者や感染源にならないように蔓延期にはＮ95 マス

クを含むＰＰＥ装着、アルコール消毒や手洗いの徹底を行い、感染を防ぐことが

できた。 

緊急事態宣言期間、蔓延防止等重点措置期間は感染リスクを考慮し、利用者と

相談して訪問回数を減らせる方は減らした。急な職員の休みへの対応、ゆとりの

あるスケジュールを組み、職員の体調を整え、免疫力を維持向上させるよう取り

組み、職員の感染による事業への影響はほぼなかった。 

小児の利用者が多いため、週全体を通して訪問終了時間が 16時半を超える訪

問があり、常勤者が担当している。今後、常勤者の増員がない様であれば、就学

児等の新規依頼に備え、早い時間帯への訪問調整や他ステーションとの連携、サ

ービス内容の調整が必要である。 

 

３）赤羽サテライト 

（１）人員体制 

 ①令和３年４～５月時点の人員配置 

職種 雇用形態 
人数

（名） 
備考 

看護師 

常勤 ３ 皮膚排泄ケア認定看護師 1名 

非常勤 ５ 
週４日勤務 ３名（うち時短１名） 

精神疾患を専門に訪問 １名 

作業療法士 常勤 １ 赤羽支所エリアのリハビリ訪問を担う 

事務 常勤 ２ 
所内事務業務、請求業務、（委託） 

研修業務、訪問スケジュール作成 

  

令和２年度４月時点と比較すると看護師は常勤３名、非常勤５名（週４日勤務

３日、時短１名）、作業療法士常勤１名であり人員に変化はみられない。事務は

１名増員となり事務の業務内容が拡大した。 

 

 

 

 

 

②人員の変動 
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月 内容 

令和３年５月 ＜異動＞事務 

６月 ＜病休＞ 

７～８月 ＜勤務形態＞ 

９月 ＜勤務形態＞隔週水曜休み 

10月 ＜勤務形態＞毎月１回水曜休み 

令和４年２月 
＜退職＞ 

＜異動＞ 

３月 ＜勤務形態＞ 

 リーダー業務を担う看護師の病欠が６～７月にあり、以降不定期受診となり

安定して新規を受けることが難しくなっていた。２月には副所長の退職とそれ

に伴う副所長の異動があった。また、常勤補充として神谷からの常勤看護師の異

動も決まっていたが、引継ぎの兼ね合いもあり赤羽に移行できる目途が立ちに

くい状況であった。 

 

（２）前年度と比較からみた利用者推移と特徴  

①当月/新規利用者推移（図７,８） 

 

平均当月利用者数は令和３年度 130.5 名と前年度 122.4 名を上回るが、平均

新規利用者数は令和３年度 5.5 名であり前年度 7.3 名を下回った。当月利用者

数については、令和２年度は 104 名から 140 名に右肩上がりに利用者数を拡大

させた。一方、令和３年度は 5月時点で最大 144名となるが、それ以降は緩やか

に利用人数が減少し３月時点で 107名となり平成 31年度を下回る利用者数とな

っている。 

 

７ 
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新規利用者については、令和２年度は２～13 名の範囲で６月、９月に 10 名、

13 名とピークをもち推移した。令和３年度は０～14 名の範囲で９月に 14 名と

ピークをもち推移。６月以降、８月まで新規利用者が減少したことは、リーダー

業務を担う看護師が病休となっていたことが影響した可能性がある。なお、依頼

件数の総数とお断り件数を把握できないため過去３年を比較しても赤羽支所へ

の依頼件数の傾向はつかみにくい。 

令和３年度の当月利用者人数、新規利用者人数が令和２年度と比較し低下に

転じた要因として以下の４点が考えられる。①委員会や係活動の充実を目的と

した活動時間を確保するため。②年度末の退職者があり（赤羽：副所長、非常勤

スタッフ１名。神谷：非常勤スタッフ）、利用者受け入れることが困難だった。

③令和４年度の事業計画として、当事業所の利用者人数目標を 300 人程度とし

たこと。④有休取得率向上、規定の残業時間を超過しない配慮、管理者 0.5人換

算/リーダー枠半日確保の体制づくり、働きやすい職場づくりのため。 

 

②疾患別利用者推移（図９,10） 

８

7 

９

7 
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「精神および行動疾患」をもつ利用者が 37～43名で推移し、令和２年度と変

わらず最多であった。各月毎に疾患別利用者人数の平均値を求め比較すると、令

和３年度 39.1人令和２年度 35.2人であり、利用者人数は大きく増加している。

次いで多いのは「神経系疾患」（R3/R2 年度＝24.8/22.1）、３番目は「悪性新生

物」（17.6/16.8）、４番目は「循環器系疾患」（20.6/18.5）であった。前年度と

比較すると、「悪性新生物」と「循環器系疾患」の順位が入れ替わる程度であり、

その他は大きな変わりはない。 

 

（３）連携施設 

①指示医療機関： 

赤羽支所への指示書発行件数を調査し、連携先の上位 10 施設を病院（表１）

と診療所別（表２）に以下に示す。 

表 1、表 2削除 

 

②居宅介護支援事業所： 

月毎に介護保険の訪問があった利用者の居宅介護支援事業所を月別に合計し

て、年間の連携件数を調査した。連携件数の多い上位 10施設を示す（表３）。 

表３削除 

 

（４）令和３年度まとめと次年度の目標 

①まとめ 

・COVID-19 の在宅療養者への対応が増える中、スタッフの心身状態に大きな

問題なく、１年間業務を継続できたことは皆の努力の成果であり、評価でき

ることである。 

・年度途中の退職者も出ず安定した運営ができた。 

・去年度入職の新入職員は重症心身障害児、がん末期の療養者、褥瘡をもつ利

1０

07 
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用者などの訪問を行うことができている。 

・皮膚排泄ケア認定看護師、在宅看護専門看護師、精神に特化し訪問ができる

スタッフも看護の質に貢献している。 

・リーダーの病欠などの人員要因により新規利用者数や当月利用者数に影響

をきたしスタッフの負担も増す。その影響を最低限にできるよう、日々の訪

問業務を検討する必要がある。 

・新規利用者０名となった月もあった。人員体制などが整い次第、新規利用者

の受け入れを積極的に、また丁寧に行っていく必要がある。 

・昨年度の事業評価で課題となった残業の多さ、有給取得の少なさ、事例共有

のしにくさ、新任・現任教育の不十分さ、モチベーション維持の難しさ、担

当利用者の偏りはいまだ課題として残る。ステーション全体で働き方の見直

しも図られており、改善に向けてすすんでいると実感している。 

 

４）リハビリチーム 

１．令和３年度実績 

（１）訪問実績 

①稼働総数 

リハビリテーション部門の稼働件数※1 は 4842 件、月平均訪問数 403 件で

あった。スタッフ 1人あたりの稼働としては、月訪問件数（中央値）76～85件、

月訪問件数（平均値）77～85件、1日あたりの訪問件数３～４件であった（表

４）。 

表４．リハビリテーション部門 稼働総数（単位：件） 

  スタッフ 1人あたり 

  訪問総数 
訪問件数/月 

（中央値） 

訪問件数/月 

（平均値） 

訪問件数/日 

（平均値）※2 

神谷 3,821 76～85 77～81 3.8～4.0 

赤羽 1,021 82.5 85 4.2 

※１ メイン、同行、担当者会議等を含めた件数で算出 

※２ 月 20日稼働として算出 

 

②保険種別訪問件数※３ 

医療保険全体の訪問件数は 2,620 件で前年度より 404 件増加、うち精神科

訪問看護は 667 件で、医療保険全体の約 25％を占めた。また、介護保険全体

の訪問件数は 1963 件で前年度より 133 件増加した（表５）。訪看５（40 分訪

問）の依頼が増え、訪看５・２超（60分以上の訪問）の算定件数は減少の傾向

が見られた（表６）。 
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表５．保険種別訪問件数（単位：件） 

  令和３年度 令和２年度 増減 

医療 2,620 2,216 404 ↑ 

精神 (667) (603) (64) ↑ 

介護 1,963 1,830 133 ↑ 

計 4,583 4,299 537 ↑ 

※３ メインの件数で算出 

表６．介護保険算定種別内訳（単位：件） 

  令和３年度 令和２年度 増減 

訪看５ 809 283 526↑ 

訪看５・２超 1,154 1,547 -393↓ 

計 1,963 1,830 133↑ 

 

（２）新規・終了件数 

新規利用者は 52名、前年度 19名より大幅に増加した（表７）。 

表７．新規利用者数（単位：人） 

  医療 介護 計 

令和３年度 27 25 52 

終了件数、転帰（終了理由）は以下（表８）の通り。うち要支援認定者は８

名（他機関へ移行、看護師訪問へ切り替え）、いずれも当初の想定通り２～３

か月の対応で終了した。 

表８．終了件数と転帰（単位：人） 

  軽快 他機関 
看護に 

切り替え 
逝去 計 

令和３年度 ２ ８ ２ ９ 21 

 

（３）利用者動向 

リハビリテーション部門の利用者動向について、以下に示す。 

令和３年度の利用者数は 167名（医療保険 101名、介護保険 66名であった）。

疾患別では廃用が最も多く、次いで難病、小児（18 歳未満）となった（表９）。

また、年齢別では 80 歳代が最も多く、次いで 18 歳未満、90 歳代となった（表

10）。 
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表９．疾患別利用者数        表 10．年齢別利用者数 

    

 

 

 

 

 

 

２．人員配置 

 令和３年度は、理学療法士（以下ＰＴ）２名、作業療法士（以下ＯＴ）３名（う

ち１名は赤羽サテライト所属）の常勤５名で開始した。 

 

３．令和３年度のまとめと考察 

（１）訪問件数、利用者動向について 

①訪問件数について 

新規依頼、訪問件数ともに前年度より増加しており、なかでも医療保険の訪

問件数が大幅に増えている。介護保険については要支援認定者と 60分訪問(訪

看Ⅰ５・２超)の利用者減、40分訪問（訪看Ⅰ５）の利用者増となり、全体的

にも件数増となった（図 11）。 

介護保険の 40 分訪問が増えた要因としては、令和３年度介護報酬改定を受

け、居宅支援事業所から 40 分のリハビリ新規依頼が主となったことが考えら

れる。要支援認定者については当事業所の方針（通所系サービスにつなぐ前提

での介入となり、２，３ヶ月で終了）の説明以降、新規依頼が減った印象があ

る。 

疾患 人数 

廃用 28 

難病 26 

小児 25 

精神 21 

癌 18 

呼吸・循環 11 

運動器 14 

脳血管 10 

その他 14 

計 167 

年齢 人数 

0～9歳 13 

10～18歳 13 

19～29歳 5 

30～39歳 3 

40～49歳 10 

50～59歳 18 

60～69歳 22 

70～79歳 20 

80～89歳 39 

90歳～ 24 

計 167 
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図 11.保険種別訪問件数 

 

全体的に訪問件数が増えた要因としては、昨年度と異なり概ね通年５名体制

で稼働できたこともあるが、依頼を随時受け入れできるよう各スタッフが努力

した結果によるところが大きいと考える。スタッフ間で担当変更やスケジュー

ル調整、訪問ルートの整理、１件あたりの訪問時間短縮等を適宜行ったことで、

依頼を断ることなく柔軟に対応できたものと感じている。 

 

②利用者動向について 

疾患別では廃用 17％、難病 15％、18 歳未満 15％となった（図 12）。また、

年齢別では 80歳代が最も多く 23％、次いで 18歳未満 16％、90歳代 14％、な

かでも 65歳以上の高齢者が 95名（57％）を占める形となった（図 13）。 

 
図 12．疾患別利用者比率 
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図 13．年齢別利用者数 

 

③次年度に向けて 

令和４年度の課題として、今後の体制変更の可能性を考慮しつつ現状の訪問

数を維持すること、また利用者の把握・管理を行っていくことを挙げたい。 

今年度は医療保険、介護保険ともにほぼ同数の新規受け入れがあったが、ＯＴ

１名病休に際しては介護保険利用者を主に調整しており、また今後の事業所の

方針によっては医療保険利用者の比重が増える可能性が考えられる。新規依頼

は地域のニーズに左右されるためコントロールしにくいものではあるが、スタ

ッフの経験や体力面も考慮し、可能な範囲でバランスよく受け入れしていきた

い。 

 

（２）勤怠・人員について 

 ①人員配置について 

令和２年度と同様に神谷事務所４名、赤羽サテライト１名体制を維持。赤羽

サテライトの訪問件数は１日あたり４～５件に収まっていることから、体制と

しては現状維持で間に合うと考える。増員等については今後の動向を見ながら

検討していきたい。 

 

②休暇取得について 

各自、必要な休暇は適宜取得し、また訪問キャンセル枠等は積極的に半休取

得に充てる等、年度当初の目標は達成できた。但し、他スタッフによる代行が

難しい、他スタッフに空き枠がないなどの理由から、スタッフが休みの際は利

用者も休みとしたり、自身の出勤日に振り替えて対応することが多かった。よ

り気軽に休暇取得できるよう、代行体制の構築についてはスケジュール調整と

あわせて継続課題としたい。 

 

（３）その他 

令和３年度は部内での勉強会、ケース検討会等の機会がほぼもてなかった。訪
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問件数が増えているなかで１名欠員の状況でもあるが、訪問をこなすことにと

らわれないよう心掛けたい。また、提供するリハビリテーションの質向上のため

の取り組みとして、各自で訪問頻度の調整や他機関との連携（つなぎ）の実施、

また外部研修会への参加、情報共有の機会を適宜設けていきたいと考えている。 

 

５）看護補助 

①現状 

◆実績 

年間補助対象利用者数：13名（のべ：191回）令和４年３月末現在 

◆体制 

看護補助者：１名体制 

◆主な補助内容 

入浴介助、体位変換および維持、着替え、ベッドメイキング、清拭、足浴、

手浴、気切部分のガーゼ交換、物品準備と片付け、洗髪介助など 

 

②取り組み 

・看護補助に入る事により、利用者の負担軽減、看護師の時間短縮等になるよ

う務めた 

・看護補助チームの週間スケジュールを作成し、誰もが補助者のスケジュール

の把握をしやすいようにした 

 

③令和３度の振り返り（総括） 

入職して３年が経ち、そのうちの２年間はコロナ対応での訪問同行になった。

ガウンやフェイスシールドをつけての対応は、夏はとてもつらく大変なものだ

ったが、プライベートでも感染対策を徹底していたおかげで、体調を崩すこと

なく過ごせた。 

また関わらせて頂いたお子様がお亡くなりになるということも経験し、命の

大切さや儚さを改めて感じ、より利用者さんやご家族に寄り添った看護補助が

出来るようにしていきたい。 

 

２．居宅介護支援事業 

１）実績 

・年間利用者数：75名 

・年間新規利用者数：14名  年間終了利用者：39名 

・令和４年４月現在、 利用者数 40名 

 

  月平均利用者数：58.91名 

  月平均訪問回数：82回 

  訪問看護併用利用者月平均数：23名 （利用者数平均の 39％） 
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２）体制 

 常勤職員２名（主任介護支援専門員１名、相談支援専門員兼務主任介護支援専

門員１名）、非常勤職員１名（介護支援専門員） 

 

３）職員の異動 

なし 

 

４）多職種との連携 

あすか山訪問看護ステーション居宅介護支援事業所として以下の関係機関と

連携し、提供しているケアマネジメントの質の向上を図り、地域の包括ケア体制 

の推進に協力した。 

地域ケアシステムの中でのあすか山訪問看護ステーション居宅介護支援事業

所の役割を果たすべく、「提供するケアマネジメントの質の向上」、「併設の訪問

看護ステーションとの連携によるメリットのさらなる拡大」「増大する医療のニ

ーズの高い利用者を支える」という三つの切り口から、様々に取り組んだ。 

 

①令和３年度の訪問看護ステーションとの連携 

【ステーション内】 

・毎日のＭＣＳ申し送りでの情報共有 

・ＭＣＳ週礼での看護ステーションとの合同開催 

・訪問看護部門主催の所内勉強会への参加 

・訪問看護部門主催の症例検討会への参加 

【法人内】 

・2021訪問看護サミット（ｗｅｂ開催）の参加 

・訪問看護ハイブリッド研修等への参加 

・訪問看護財団が作成に関わった出版物、小冊子等の地域への配布と普及啓発 

【外部】 

・北区小児訪問看護を支える会（ＳＵＫＵ ＳＵＫＵ）への運営協力と参加（コ

ロナのため保留） 

・北区褥創対策プロジェクト（ＴＯＫＯ ＴＯＫＯ）への研修参加 

・北区ナーシングヘルスケアネットへの運営協力と参加（ｗｅｂ） 

 

②地域 

【地域包括支援センター】 

※東京都北区内での地域包括支援センターの名称は「高齢者あんしんセンター」 

※以下の 11機関の地域包括支援センターと新規のケアプラン依頼、ケースの相

談、包括主催のイベントの参加協力、財団出版物パンフレット等の設置等を通し

ての連携に取り組んだ。 

 王子高齢者あんしんセンター、王子光照苑高齢者あんしんセンター、豊島高齢

者あんしんセンター、十条台高齢者あんしんセンター、浮間さくら荘高齢者あん
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しんセンター、桐ヶ丘やまぶき荘高齢者あんしんセンター、西が丘園高齢者あん

しんセンター、東十条・神谷高齢者あんしんセンター、みずべの苑高齢者あんし

んセンター、滝野川西高齢者あんしんセンター、昭和町・堀船高齢者あんしんセ

ンター 

 

【行政機関等】 

・北区保険所（新型コロナウイルス関連のケース対応等） 

・北区福祉事務所（生活保護受給者のケアプランの依頼やその他生活保護受給者

の生活支援・退院支援） 

・北区介護保険課（通常の介護制度上の関わり、末期がん申請やターミナルケア、

障害制度等との併設対応での柔軟な連携や介護区分変更申請） 

・北区高齢福祉課（処遇困難事例の直接依頼、区内多職種連携事業、医療と介護

の連携事業での協力、その他の認知症施策での協力、成年後見制度申し立てで

の協力） 

・北区障害福祉課（障害者総合支援法併用利用者ケースでの連携） 

・北区高齢者虐待防止センター（高齢者虐待ケースでの連携、地域包括支援セン

ターを通してのケア会議での連携） 

・北区社会福祉協議会（高齢者地域権利擁護事業、高齢者紙おむつ支給、車いす

貸出し事業での連携） 

 

【医療機関】 

 以下の医療機関と退院支援、利用者の在宅療養上での連携、介護保険主治医意

見書依頼、介護保険関係書類の記入依頼、利用者の医学管理の情報共有などで連

携した。 

 東京大学医学部付属病院、東京都健康長寿医療センター、日本医科大学医学部

付属病院、帝京大学医学部付属病院、都立駒込病院、都立豊島病院、、明理会中

央総合病院、東京北医療センター、赤羽中央病院、花と森の東京病院、西ヶ原病

院、王子生協病院、生協北診療所、生協浮間診療所、赤羽岩淵病院、、梶原診療

所、オレンジホットクリニック、東京洪誠病院、赤羽台診療所、祐ホームクリニ

ック千石、祐ホームクリニック赤羽、巣鴨ホームクリニック、板橋区役所前診療

所、木村クリニック、赤羽在宅クリニック、中島クリニック、エール在宅診療所、

ラビット歯科、福島歯科 

 

③地域ケア会議や連携、地域での福祉活動 

５月 21日 北区ケアマネジャーの会（web） 北区ケアマネジャーの会 

７月 20日 北区退院支援研修 北区 高齢福祉課 

９月 17日 北区地域ケア会議（web） 北区 高齢福祉課 

11月 15日 ケアマネジャーサロン 
みずべの苑高齢者 

あんしんセンター 
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12月 17日 北区地域包括連絡会（交通安全） 北区 高齢福祉課 

２月３日 東十条・神谷地域ケア会議 
東十条・神谷高齢者あん

しんセンター 

 

５）令和３年度の総括 

①管理体制 

 毎朝の訪問看護部門との共同の朝礼での申し送り確認は新型コロナウイルス

の感染対策の関係で、ＭＣＳでの情報共有に置き換わっている。その後の居宅・

相談支援部門単独の情報共有とスケジュール確認もＭＣＳでの情報共有に置き

換えて継続している。 

 定例の会議については月に１度（基本は毎月第３木曜日）に、居宅介護支援部

門と相談支援部門の「居宅・相談支援会議」を実施している。居宅・相談支援会

議で話し合われた内容は、ステーション内の管理者会議（月１度開催）で報告し

ている。居宅・相談支援会議の内容としては、ケアマネジャー各々が参加した地

域連携のイベントや会議・研修の情報共有・伝達、請求ベースでの先月実績や提

供した支援の分析と振り返り、次月に向けた事業所全体としての方針の確認、事

業全体の運営に関わる協議事項の討議、各ケアマネジャーが担当している個別

の事例の検討と情報共有、倫理的な配慮を伴う問題に対する見解の統一等を行

っている。 

 年度の途中で新型コロナウイルスの感染拡大の影響で、直行直帰の推奨や自

宅での記録や連絡調整の推奨、体調不安時の自宅でのテレワーク体制を法人全

体の動きと連動して実施した。今回の感染拡大の対応により、直面化した事業管

理や業務運営上問題は今後の、事業の発展のために欠かせない要素であること

を再認識した。居宅介護支援事業所で使用している業務ソフトがクラウド型の

ソフトであったこと、勤怠管理のシステムもｗｅｂ上で行う仕組みであったこ

と、ＭＣＳ等の情報共有のツールも導入していたことがスムーズなテレワーク

体制への移行に幸いした。引き続き業務の標準化とＩＣＴ化を推進することが、

周辺環境が変化しても質の高いケアマネジメント業務を提供できることに繋が

るための課題である。 

 

②ケアマネジメント業務 

 常勤職員２名、非常勤職員１名の３人体制でケアプランを担当している。管理

者は相談支援事業の相談支援専門員と介護支援専門員を兼務のため、常勤職員

１名（主任介護支援専門員）、非常勤職員１名（ベテラン職員）が中心となって

地域のケアプランを担っている。 

 地区による担当分けや介護度による区別は行っていない。迅速な対応、より効

果的で相手に寄り添ったケアができるように、個別のケースの内容や、介護支援

専門員それぞれの状況を考え担当を振り分けている。令和３年度末で非常勤職

員の１名が退職した。人員体制については令和４年度は２名体制となるため、業

務の効率化と、介護支援専門員の個性や得意な部分や興味や個性を生かし、さら
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なる質の高いケアマネジメントを目指していきたい。 

 圏域の医療機関や区内の地域包括支援センターに、あすか山訪問看護ステー

ション居宅介護支援事業所が、医療依存度が高いケースや訪問看護ステーショ

ンと一体的にサービス提供をするようなケースを優先して依頼される傾向が見

えてきた。それに伴い、東十条周辺だけでなく浮間や赤羽、豊島、堀船、十条な

ど訪問看護部門の王子神谷事業所、赤羽サテライト事業所管轄エリアをまたぐ

ような地域に拡大している。 

次年度に関しては、人員減少による運営上の制約が増してくると予想される。

訪問看護ステーション併設の居宅介護支援事業所として、また相談支援事業も

一体に運営している事業所であることの強みを生かし、より効率的で支援効果

の高いケアマネジメント業務ができるように、介護支援専門員の個人の力に依

存しない、組織としての標準化した仕組みの構築を目指していきたい。 

 

３．相談支援事業 

１）実績 

・年間利用者数：69名 

・年間新規利用者数：12名  年間終了利用者：6名 

・令和４年４月現在、 利用者数 63名 

 

  月平均利用者数：57.83名 

  月平均訪問回数：45.5回 

  重症心身障害児（者）及び医療的ケア児 利用者月平均数：21.6 名 （利

用者数平均の 37％） 

 

２）体制 

 常勤職員２名（相談支援専門員１名、兼務相談支援専門員１名） 

 

３）職員の異動 

なし 

 

４）多職種との連携 

あすか山訪問看護ステーション相談支援事業所として以下の関係機関と連携

し、提供している計画相談や児童計画相談の質の向上を図り、地域のケア体制の

推進に協力した。 

地域ケアシステムの中でのあすか山訪問看護ステーション相談介護支援事業

所の役割を果たすべく、「医療的ケア児や重症心身障害児者を支える」、「提供す

るケースマネジメントの質の向上」、「併設の訪問看護ステーションとの連携に

よるメリットのさらなる拡大」という三つの切り口から、様々に取り組んだ。 

【医療機関】 

国立成育医療センター、小児総合医療センター、東京都立北療育医療センター、
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心身障害児総合医療療育センター、東京都立大塚病院、東京大学医学部附属病院、

東京女子医科大学付属病院、帝京大学医学部付属病院、東京慈恵医科大学付属病

院、都立駒込病院、東京北医療センター、明理会中央総合病院、川口病院、あお

ぞら診療所墨田、ゆみのハートクリニック、赤羽在宅クリニック、木村クリニッ

ク、祐ホームクリニック赤羽、梶原診療所、生協浮間診療所、いわた医院、中山

医院、王子クリニック、保坂こどもクリニック、高島平こころのクリニック、赤

羽こころの森クリニック、櫻和メンタルクリニック、赤羽田中クリニック、田端

メンタルクリニック、ひまわり歯科、福島歯科、赤羽歯科 

【教育機関】 

都立北特別支援学校、都立志村学園、筑波大学付属大塚特別支援学校、都立王

子特別支援学校、区立浮間小学校、赤羽岩淵中学校、赤羽岩淵小学校、東十条小

学校、王子第一小学校 

【行政機関】 

東京都福祉保健局重症心身障害児在宅療育支援事業部、東京都心身障害者福

祉センター、東京都北児童相談所、北区子ども家庭支援センター、北区障害者虐

待防止センター、王子障害相談係、赤羽障害相談係、王子健康支援センター、赤

羽健康支援センター、滝野川健康支援センター、滝野川障害者相談センター、北

区基幹相談支援センター、障害者地域活動支援室「支援センターきらきら」、板

橋区板橋福祉事務所、足立区西部援護係 

 

①令和３年度の訪問看護ステーションとの連携 

【ステーション内】 

・毎日のＭＣＳ申し送りでの情報共有 

・ＭＣＳ週礼での看護ステーションとの合同開催 

・月に１度の居宅・相談支援部門の合同会議で居宅介護支援支援事業との共有 

・訪問看護部門、学習会係活動「小児係」への参加 

・小児地域連携会議への運営協力と参加（コロナで延期） 

【法人内】 

・2021訪問看護サミット（ｗｅｂ開催）の参加 

・訪問看護ハイブリッド研修等への参加 

・訪問看護財団が作成に関わった出版物、小冊子等の地域への配布と普及啓発・

訪問看護財団が作成に関わった出版物、小冊子等の地域への配布と普及啓発 

 

【外部】 

・北区小児訪問看護を支える会（ＳＵＫＵ ＳＵＫＵ）への運営協力と参加（コ

ロナのため保留） 

・北区ナーシングヘルスケアネットへの運営協力と参加（ｗｅｂ） 

 

①地域 

・東京都小児等在宅移行多職種研修（訪問看護体験）への協力 



 37  
 

・東京都医療的ケア児コーディネーター研修の企画・運営への協力 

・北区相談支援事業所連絡会に参加 

・北区障害福祉サービス事業者合同研修会参加 

・基幹相談支援センター事例検討会に参加 

・小児総合医療センター主催の医療的ケア児事例検討会への参加 

 

５）令和３年度の総括 

①管理体制 

毎朝の訪問看護部門との共同の朝礼での申し送り確認は新型コロナウイルス

の感染対策の関係で、ＭＣＳでの情報共有に置き換わっている。その後の居宅・

相談支援部門単独の情報共有とスケジュール確認もＭＣＳでの情報共有に置き

換えて継続している。 

 定例の会議については月に１度（基本は毎月第３木曜日）に、居宅介護支援部

門と相談支援部門合同の「居宅・相談支援会議」を実施している。居宅・相談支

援会議で話し合われた内容は、ステーション内の管理者会議（月１度開催）で報

告している。法人内の連携としては３ヶ月に１度の「法人内相談支援事例検討会」

をひなたぼっこ訪問看護ステーションの松山相談支援事業所と合同で開催し、

事例検討を通した理論や相談支援の原則の確認、相談支援事業全体に関わる情

報の共有、対応の確認、倫理的配慮について話し合っている。 

 年度の途中で新型コロナウイルスの感染拡大の影響で、直行直帰の推奨や自

宅での記録や連絡調整の推奨、体調不安時の自宅でのテレワーク体制を法人全

体の動きと連動して実施した。しかし、相談支援事業で使用しているソフトがク

ラウド型でなく、事業所内の限られた端末からでしか操作も印刷もできなかっ

たため、勤怠管理のシステムがｗｅｂ上で行う仕組みであったこと、ＭＣＳ等の

情報共有のツールを導入していたことを生かすことが出来なかった。緊急に改

めるべき問題であると認識した。災害時も緊急事態時も継続して質の高い相談

支援業務を提供できることに繋がるために、ＩＣＴ化と業務ソフトの選定につ

いては喫緊の課題である。 

 

②計画相談業務・障害児相談支援業務 

 計画相談業務・障害児相談支援業務については、常勤２名で担当している。１

名は居宅介護支援事業の介護支援専門員との兼務で実施しているので、実際に

は１名を中心に利用者のケアプランを作成している。現状は児童中心、相談支援

専門員の受け手のいない重症心身障害児者、医療的ケア児者、ステーションの訪

問看護サービス併用の利用者を中心に対応している。徐々に、児童虐待や障害者

虐待のケースや、本人や家族が精神疾患を抱えているケース、多くの関係行政機

関が関わっているケース、外国籍や社会的支援を必要としているような支援困

難ケースの依頼も増えている。 

 次年度については、相談支援専門員を１名（非常勤）新たに増やして、上記の

事業所の特徴を生かして支援できるケースやニーズが増え続ける医療的ケア児
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のケース、精神疾患を抱える利用者のケース、複雑な背景を持ったケース等に対

応できるようにしていく。地域のニーズに幅広く応えるための訪問看護ステー

ションとして、相談支援事業所全体の対応力をあげていくことが求められてい

る課題であると認識している。 

 

③障害児相談支援業務（通所サービスのみ児童が対象） 

計画相談・障害児計画相談に関しては、常勤２名で担当している。（相談支援

専門員専従１名、居宅介護支援事業の介護支援専門員と兼務１名）現状では相談

支援専門員の受け手のいない重症心身障害児者、医療的ケア児者、ステーション

の訪問看護サービス併用の利用者を中心に対応しているためさらなるニーズの

増加が予想される。 

次年度についても人員体制の拡充により、さらなるニーズ拡大が予想される

計画相談・障害児相談支援事業の業務拡大の努力していく。相談支援専門員個人

のスキルからチームとしての総合対応力として支援できるように仕組みを構築

していく。 

 

４．地域支援事業 

１）活動内容 

令和３年度、以下の活動を実施した。 

 ・あすか山オンライン秋祭り 2021（YouTubeライブ配信：10月） 

 ・心が元気になるアート展（喫茶店梅の木十条店：10月） 

 ・動画でメリークリスマス（YouTube動画配信：12月） 

・あすか山新聞 vol.10（６月）vol.11（12月） 

 ※オンラインショップでの利用者・家族の作品販売については実施できず。 

 

２）地域支援事業のあり方 

スタッフの中から地域支援事業のあり方について再確認したいとの意見が上

がり、年度始めに事業所の全スタッフを対象にアンケートを実施した。 

今後の地域支援事業のあり方について委員会で話し合い、以下の通り決定し

スタッフに周知した。 

《あすか山訪問看護ステーション：地域支援事業のあり方について》 

・対象：人、地域、環境などを広く対象とする。 

・内容：人、地域、環境をより良くするための活動であれば全て含まれる（ゴミ

拾い、リサイクルなども含む）また営利目的や危害を加えるものでないこと。 

・参加者：スタッフの全員参加は強要しないが、各自ができる範囲内でサポート

する。スタッフ以外にも利用者や家族、遺族、地域の人々なども参加して行う。 

・起案方法： 

① スタッフがやってみたい活動の起案を上げる。 

② 委員会で起案の可否を決定。実施方法について検討しスタッフに周知する。 

③ スタッフ、その他ボランティアが協力して実施。スタッフには業務時間内



 39  
 

で協力できる仕事を、具体的に分担する。 

３）課題 

・委員会としてまだ十分に機能していない  

委員会の進め方、委員会の長、委員会の役割などが明確に決まっておらず、

委員会としては十分に機能していない状態。退職したスタッフもおり令和４年

度の委員は３人と少なく、赤羽サテライトのスタッフが含まれていない。ステ

ーションの事業として行うのであれば、管理者が主体に進めるべきとの意見も

あり。 

・ 活動の起案から実施までの協力体制が不十分 

委員会が機能していないため、昨年度は起案をあげたスタッフが中心に企

画・役割分担を決めるという流れになってしまった。起案者の負担が大きくな

り、起案そのものをあげるスタッフがいなくなってしまう可能性がある。「あ

すか山祭り」「作品展」は、過去６年間に渡って実施しており、毎年行う行事

として組み込んではどうか。 

・時間外での業務負担をどう減らすべきか 

時間内であれば関わりたいという意見が多く聞かれた。実際には時間外での

準備が非常に多く、通常の訪問常務との兼ね合いが難しい現状がある。積極的

に外部からのボランティアを募り、小規模な活動も取り入れながら進めていく

なども必要か。 

・スタッフの協力、理解をさらに促していくには 

あすか山新聞の記事の投稿が少ない。新入職員が活動を理解していないなど、

スタッフの理解や協力が十分に得られていない現状がある。５年後を考える委

員会から、地域カフェを開いて週に１日をカフェ勤務にすることで職員の負担

を減らすアイディアが出ているなど、他の委員会とのコラボで企画を進めてい

くことも良いかもしれない。 

 

５．公益事業 

１）教育実習指導 

①看護大学生教育 

令和３年度実習受け入れ予定７校 

●コロナ感染拡大のため中止３校 

・路加国際大学、帝京大学、東京医療保健大学 東が丘・立川看護学部  

●緊急事態宣言・蔓延防止等重点措置期間中のため事務所で記録閲覧２校 

・東京医療保健大学 医療保健学部（２名／５日／延べ 10回） 

 ・首都大学東京（４名／半日４日／延べ 16回） 

●予定通りの実習１校 

・帝京科学大学（５名／15日／延べ 23回） 

●留年のため中止１校 

・コロナ感染拡大のため、実習が実施できたのは３校のみ。11名の学生を 23

日受け入れている。（延べ 49回）さらに、同行訪問ができたのは１校のみ
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で、今までの様にバイタルサインの測定などは実施せず、見学実習のみと

した。 

・学生から利用者への感染だけでなく、利用者から学生への感染の可能性も

考え、双方を守るために、実習生へワクチン接種やＰＣＲ検査の協力をお

願いした。 

・学生自身がケアをする時にはそのことで頭がいっぱいになってしまうが、

見学実習にしたことで、学生の緊張度合いが低下し、看護師の動きや声掛

け、自宅内の様子を落ち着いて観察することができた、という思わぬ効果

も得られた。 

・事務所内での記録閲覧のみでも、学生なりに情報収集を行い、担当看護師

とも話ができるようにセッティングしたり、動画を視聴してもらったりす

ることで、学びを深めてもらえたと思われる。 

・コロナ感染は未だ収束しておらず、令和４年度も実習を予定しているが、

感染状況によって、実習方法の変更を検討していく必要がある。 

 

②認定 

●聖路加国際大学 

令和３年度実習受け入れ１校１名 訪問看護認定看護師 

     臨地実習期間：令和３年 11月 24日（水）から 12月 23日（木） 

     成果報告発表：令和４年２月 19日（土） 

 

・コロナ感染拡大もあり、認定看護師教育課程での実習は１校１名のみ。 

・実習生から利用者への感染だけでなく、利用者から実習生への感染の可能性

も考え、双方を守るために、実習生へワクチン接種の協力をお願いした。 

・実習生の作業机は、個室にせずオープンスペースにしたことで、声をかけや

すい環境ではあったが、看護スタッフからは離れており、コミュニケーショ

ンのしやすさを考え、変更を検討していく必要がある。 

・実習生が、同じ利用者さんの看護に関わることで、スタッフ自身も、自分自

身の看護の見直しになったり、利用者さんの新たな一面の発見であったりと、

気が付くことがあり、実習生の看護の取り組みから刺激を受けることが分か

り、相乗効果が得られた。 

 

③認定看護管理  

●認定看護管理者教育課程セカンドレベル 

 湘南医療大学看護キャリア開発コアセンターのセカンドレベルにおける総

合演習（実習）を受けた。 

    総合演習Ⅱ 令和３年 11月 30日（火） 

  実習では、地域包括ケアシステムにおける児施設の役割・機能を理解し、

看護管理における課題・役割の確認をねらいとして、管理者が実習を指導し

た。あすか山訪問看護ステーションが地域で果たす役割をもとにディスカッ



 41  
 

ションすることができた。 

 

２）東京都委託事業 

（１）教育ステーション事業 

 平成 25年 11月に東京都から委託を受けて開始した本事業は９年目を迎えた。

令和３年度は前年度に引き続き、新型コロナウイルスの影響を多大に受け、医療

機関との相互研修は再度見送りとなっている。体験研修等も緊急事態宣言期間

は受付できない状況となっていたが前年度より多い 17 人計 29 日の研修を受け

入れることができた。特に訪問看護への就職を希望している研修生は人材確保

の観点からも積極的に受け入れていた。 

在宅療養者の個別性、複雑性が高まる中、介護と医療の連携は必然性を増し、

国を挙げて在宅医療・介護連携推進事業に取り組み、そのことが利用者の利益に

繋がることは周知となっている。互いの視点や必要とされるコミュニケーショ

ンの取り方等を相互に学ぶことにより、介護と医療の円滑な連携・協働を促進す

ることを目的とした介護医療連携研修が本事業に追加される見込みとなり、初

年度のモデル事業を委託され、実施となった。介護職と看護職がそれぞれの事業

所に１日同行研修を行い、あすか山からは６人の看護師を介護事業所へ送り出

し、２事業所計 6 名のヘルパーをあすか山に受け入れる形となった。普段から

連携しているヘルパーとの研修となり、事前に双方の希望も聞き入れ、相互理解

に繋がる意義ある研修となった。ヘルパーからの感想は「同行させていただく中

で、なぜこのケアが必要なのか、どういうリスクがあるのかを 聞き見すること

ができ、理解を深めることができました。」等が挙がり、看護師からは「薬の説

明などもどこに塗るかだけでなくステロイドか、抗生剤か、なども書いておく必

要があるのだな、と気付きました。」「介護事業所の体制、シフト管理、利用者像、

生活支援の具体的な様子など普段の連携だけでは見えない部分を知ることがで

きて相互理解につながった。介護職の方への支援ニーズも見えてきた。」との声

が聞かれた。令和４年度は他の教育ステーションでも実施され、来年度以降に各

教育ステーションで通常事業として実施される見込みである。 

前年度、新型コロナウイルスを鑑みて開催を控えていた勉強会はＺｏｏｍ開

催とし、計６回実施できた。内３回は北区ナーシングヘルスケアネットが含まれ

る。テーマや外部への講師依頼、広報などに力を入れ、特に榊原千秋先生による

『「気持ちよく出す」を叶える排便ケア』の勉強会では参加者が 100名を超えた。

利用者や家族の参加もあり、支援者だけでなく当事者も一体となった学びがで

き、参加者同士の交流も見られた。ＩＣＴの環境整備を含めて、今後も所内を含

めた地域への勉強会を企画していく。 

新任看護師交流会では新任看護師 13名が参加し、感染状況を踏まえてＺｏｏ

ｍ開催となった。重要なケアであるが新任看護師にとっては初心者も多い「呼吸

介助」について、ＯＴを中心に動画を作成し、ミニ勉強会を行った。内容はわか

りやすく、質問も多くあり、好評であったが、アンケートによるとＺｏｏｍであ

ったために交流という点では満足度が低かった。 
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教育ステーション事業は「その人らしく生きていく」ことに寄り添い、支える

訪問看護の魅力を広め、地域に種をまき育てていくような事業である。令和４年

度も継続して地域共生社会に向け、多世代・多機能に対応したサービス拠点であ

ると同時に地域の訪問看護介護サービスを支援する連携拠点としても成長でき

るように活動していく。 

 

（２）小児在宅移行研修事業 

小児在宅移行研修は都内の指定二次救急医療機関（小児）、周産期母子医療セ

ンター、周産期連携病院等に勤務する看護師を対象に小児在宅に必要な知識、技

術を習得し、在宅におけるケアの実際を知り、退院支援及び退院後のレスパイト

ケア等の支援に資するよう、訪問看護ステーションの訪問看護（訪問リハビリ）

同行や、地域の児童発達支援サービス事業所等の見学を通して、小児在宅医療の

実際を体験する研修である。 

令和３年度は 14名が参加し、大学病院からの参加者が多かった。ワクチンの

接種状況等で日程がずれることもあったが全員自宅のベットサイドまで同行で

きた。災害時の対応を含め質問も多く、過去の小児関連の勉強会の動画視聴をす

る研修生もおり、充実した内容になっている。しかし、訪問できる小児の利用者

に限りがあり、同行が同じ利用者に集中しやすく負担がかかりやすい状況であ

る。令和２年度からこの状態が継続しており、今年度は職員の協力のもと同行可

能な利用者数を少し増やすことができた。しかしながら新型コロナウイルスが

終息しておらず、もともと体調変化をきたしやすい利用者も多く、ショートステ

イや検査入院などでスケジュール変更も多い。安定して研修日に在宅の様々な

ケア場面を見てもらうために、今後はケアの動画集を作りたいと考えており、小

児ビギナーの職員への教育にも役立てたい。 

 

３）北区委託事業 

（１）在宅療養相談窓口 

北区からの委託を受け、在宅療養支援員として相談支援員、平原の３人で平日

10時から 16時まで電話相談対応している。 

 

1.【相談件数：A窓口】

60

4

64

※  窓口  重複あ  

合計

継 続

 規

2.【対象者の形態】

48

15

0

2

65

入 院

入  

在  

合計

そ  他
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相談例 

・糖尿病と循環器を両方対応できる訪問診療医を教えてほしい。 

・末期がんで精神疾患の患者に対応できる訪問看護ステーションを教えてほし

い。 

・港区の方で北区の療養型病院に入院している人について、港区の特養入所まで

の間ケアマネを担当してくれる北区の事業所を教えてほしい。 

・新型コロナウイルスの濃厚接触者になった利用者に、支援に入っているサービ

ス事業所から一斉に訪問を拒否されたどうしたら良いのか。 

・障害制度と介護保険制度の併用利用者で、医療的ケアや夜間や休日の対応も必

要で、家族もかなり難しい人であるケースがある。どうしたら良いか。 

・中心静脈栄養に対応できる訪問診療のクリニックを教えてほしい。 

・介護保険見申請のアルコール依存症の利用者に対応できる訪問看護ステーシ

ョンを教えてほしい。 

・脊椎損傷に詳しい在宅医を教えてほしい。 

・婦人科系疾患の末期がん患者、外泊中の自費での対応をしてくれる訪問看護ス

テーションを教えてほしい。 

・在宅で栄養指導ができる社会資源について教えてほしい。 

・在宅で新型コロナウイルスワクチンを接種するケース。接種後に、訪問診療の

医師が 15分も待てないと言われているどうしたら良いか。 

・要支援で認知症があり、徘徊している。医師からショートステイをすすめられ

ているが、このケースはどうしたら良いか。 

3.【相談者：A窓口】

    

7 5

1 0

20 0

1 0

18 2

0 0

6 4

8 6

※そ 他　  障害 相談センタ 

診   

 院

包 括 支 援 セ ン タ  

居  

訪問看護   ション
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4.【対応地区】 ※実施月  ウント 
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1

46

※不明  
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C 赤 羽

D 滝 東

E 滝 西

合計
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・医療的ケアが日常的にある方のショートステイについて教えてほしい。など 

 

（２）新型コロナウイルス感染者自宅療養者対応事業 

新型コロナウイルス感染症拡大第５波にあった８月に北区から委託を受け、

他の４ステーションと共に契約し、自宅療養者へ対応をした。 

第５波では８月 20日から実際にあすか山訪問看護ステーションは３週間の対

応で終了した。第５波では全体実績は対応人数 130 人で架電数 974 回、訪問回

数 44回であった。 

当ステーションでは自主的に業務に従事希望を募り、管理者３名と常勤看護

師を含め６名で担当日を決め対応した。訪問時初回は経験者と２人以上で対応

し安全性を担保した。妊婦対応も８月にあり、東京都に助産師協会に問い合わせ

などしたが、連携は困難であったため東大地域看護科山本先生等の協力のもと

妊婦対応マニュアルを短期間で作成した。その後、当財団として日本看護協会、

東京都助産師協会とも意見交換などすることができ、あすか山のホームページ

にアップすることができた。 

第６波の令和４年１月から３月末まで全体実績は対応人数 400 人と急増した

が軽症がほとんどあった。訪問も少なく架電も１日１回で済むこともあり、職員

の空き時間で対応することにした。 

 

３）介護職へのたん等の吸引指導 

・10名の利用者について、16の事業所と指導看護師派遣の承諾書を交わしてい

る。 

・吸引指導の件数は昨年度 20 名と少なかったが、今年度は状態が悪化したり、

気管切開をして退院してきた利用者さんがおり、回数としては多かった。 

・東京都の研修は年に３回しかない為、タイミングが合わず、東京都以外の研修

受講者が多かった。 

・すでに１号研修の修了者のため、３号研修の対象者ではないが、利用者さんの

方法を説明、指導した、という事もあった。 

 

 

Ⅱ. 訪問看護ステーションの運営（委員会活動、係活動） 

 １．ハラスメント委員会（財団全体） 

目的：すべての職員が安心して働き続けられるための労働環境を構築し、人

材確保と定着を図る 

主な活動内容： 

・ハラスメント対策のマニュアル策定（厚生労働省：介護現場におけるハラ

スメント対策マニュアル参照） 

・ハラスメント対策について職員に啓発活動 

・職員の暴力・ハラスメントの実態調査 
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〇令和３年度の活動実績 

・オンライン会議を３回実施。 

・個人でハラスメントについての理解を深める 

・勉強会やアンケートの実施について検討 

・それぞれの事業所で報告・対応のフローシート作成 

・あすか山独自のアンケート実施 

 

２．ＢＣＰ委員会 

令和３年の介護報酬改定で介護サービス提供機関のＢＣＰ策定が義務化され、

訪問看護サミット 2020にご登壇いただいた山岸先生の「訪問看護ＢＣＰプロジ

ェクト」に参加しているおもて参道訪問看護ステーション高橋所長を中心に各

事業所でのＢＣＰ作成に取り組んでいる。ＢＣＰとは災害等リスク発生時に業

務中断しないために、また万が一中断した場合でも、目標復旧時間内に重要機能

を再開させるために、平時から戦略的に業務継続について準備をしておくこと

である。発災直後に緊急対応の行動に焦点を置いた災害対応マニュアルとは異

なる。ＢＣＰで大切なことは災害の種類や起こりやすさではなく、重大な事態が

発生した際のあすか山の再起力を高めていくために、戦略を立て備えておく、発

災後は利用可能な資源を柔軟に動員し、被害を最小限に抑えることである。 

現在、あすか山が備えるべき大きな災害は荒川の氾濫、南海トラフ巨大地震、

首都直下大地震である。さらに感染症、水害、停電等を含めたリスクアセスメン

ト、それをヒト・モノ・カネ・ライフライン・情報と細分化し、被害の重大性に

より緊急事態をレベル分けしながら優先業務をどう継続するかを検討している。

現段階ではリスクに対しての対応を抽出したに過ぎず、それらを包括的にまと

める段階に至っていない。実際に発生時に有用に運営できる形にまでまとめて

いく必要がある。またペーパー上でなく実際に備える面での対応は蓄電池の購

入、shareリンクのクラウド保存を行った。今後さらにインターネットやＰＣ利

用不可時に必要な利用者情報の抽出・保管方法、事業所内の二次被害予防、帰宅

困難者に対する事業所の備えや他にも対応すべきことは山積みである。 

そしてあすか山のＢＣＰ完成がゴールではなく、地域で起こる重大な事態が

発生した際、地域全体の医療・ケア提供の継続と早期復旧を可能にし、各機関の

職員・利用者のみならず、多くの住民の「いのち」「健康」「暮らし」を守るため

に、地域の医療・介護・福祉・行政との連携をベースとする地域包括ＢＣＰを地

域で考えていく必要がある。 

 

３．虐待対策委員会 

目的：法人内の各事業所は「虐待の防止のための措置」を実施することとす

る。措置の具体的な中身は、以下の通り、 

・虐待の防止に関する責任者の選定 

・成年後見制度の利用支援 

・苦情解決体制の整備 
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・従業者に対する虐待の防止を啓発・普及するための研修の実施（研修方法

や研修計画等）等を指すものであること 

・「虐待の防止のための対策を検討する委員会（以下「虐待防止委員会」と

いう。）」の設置等に関すること等を指す 

 

令和３年度の活動実績 

・虐待防止委員会を定期的に開催した（年４回実施） 

・当法人の虐待防止員会は「高齢・障害・児童」の全領域を対象とする方針

を決定 

・虐待防止員会で「高齢・障害・児童」の全領域を対象とする身体拘束の禁

止も取り扱う方針の決定 

・委員会の正式名称を「虐待防止・身体拘束禁止検討員会」に統一 

・「高齢者虐待防止の指針」「障害者虐待防止の指針」「児童虐待防止の指針」

「身体拘束禁止の指針」の策定 

 

４．医療安全委員会 

利用者・支援者が、ともに安全にケアを遂行できるようにと、以下の６点を取

り組んだ。 

①インシデント・アクシデント・事故の過去から統計を出し、あすか山での起こ

りそうなものを抽出し検討 

②小児の入浴方法のさらなる検討と、実践検証をした。その結果、利用者・支援

者ともにケアが安全にできるよう、ロボットスーツを検討し購入 

③暴力を受けた際のマニュアル案を作成 

④継続計画（新型インフルエンザ等発生時におけるあすか山訪問看護ステーシ

ョン事業継続計画）の見直し 

⑤骨折に関する実態調査 

⑥生活環境が及ぼす身体への影響の実態調査 

 

５．働き方改革委員会 

 働き方委員会では令和３年９月に、有給休暇取得に関する職員向けのアンケ

ート作成を行った。アンケート結果は委員会で集計を行い、同年 10月にアンケ

ート結果を職員全体へ公表した。有給休暇取得に関するアンケート調査の詳細

は、以下のようになっている。 
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また、委員会メンバーで業務改善に繋がる案を検討し、休憩時間の確保やステ

ーションでの事務作業・委員会・勉強会等が行えるようにしたいとの意見が挙が

った。その案について具体的な方法を検討し、平原所長へ提案を行った。現在で

は火曜日の昼、委員会活動や部会実施のための時間が確保できるよう、スケジュ

ール調整を行っている。 

 

６．５年後のあすか山を考える委員会 

目的・目標： 

・身体的負担が少なく、継続可能な働き方、職場を考える 

・保険の報酬に関わらず、あすか山が地域に対して貢献できることを考えてい

く。 

 

・令和４年２月から月１回の開催頻度で上記目的のために活動開始した。 

・委員会の活動目的の共有、メンバー間での意見交換を実施した。 

 →なかなか良い案が浮かばず苦しくなるとの意見も聞かれている。 

・非常勤スタッフも来年度から加われるようにアプローチした。 

 

７．記録検討委員会 

記録検討委員会は令和３年秋に発足した。まず、現状把握と取り組む課題の抽

出を目的に、令和３年 12月～令和４年１月にかけて記録ほかアポロ入力作業に

関するアンケートを実施。アンケートのまとめ・講評（下記）を所内で共有し、

委員会内では次年度以降に取り組む課題の検討を行った。 

なお、計画書関連の事項については、今後の医療・看護連携の動向を踏まえな

がらの検討が必要な事案なため、管理者との協議を含めて次年度以降の課題と

して持ち越すこととした。 
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８．学習会係 

１）メンバー  

２）活動内容 

・ コロナ渦で対面での学習会開催が困難であったこと、就業時間内に開催す

る体制が調整できなかったことを理由に学習会はＺｏｏｍでの不定期開催

となった。 

・COVID-19に関する最新情報の発信や、陽性者（濃厚接触者）訪問の症例相談

は通年でＭＣＳやＴＶ会議、Ｚｏｏｍを用いて実施されていた。 

・介護サービス情報公表制度に必要となる研修会*を中心に開催された。 

・学習会に参加できないスタッフへの配慮として、利用者の個人情報に関わら

ない動画に関しては Youtubeでの動画配信（ＵＲＬを知る所内スタッフしか

閲覧できない）を新たに行った。事例に関するテーマでは個人情報保護のた

め動画には残していない。 
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＊介護サービス情報公表制度： 

①利用者のプライバシー保護の取り組みにかかる研修。 

②倫理及び法令順守にかかる研修。 

③事故防止につながる事例の検討、事故の発生予防等に関する研修、事故の発

生など緊急時の対応に関する研修の実施    

④感染症及び食中毒歩発生事例との検討/感染症及び食中毒の発生の予防等に

関する研修 

⑤利用者の対応や従業者に対する認知症等に関する研修 

３）定例の学習会内容 

①令和３年７月 29日 倫理と法令順守の研修「虐待防止研修伝達講習」 

②令和３年８月６日  感染予防策マニュアル説明： 

③令和３年８月 20日 事故発生予防に関する研修： 

④令和３年８月 27日 プライバシー保護についての研修： 

４）アンケート調査（令和４年２月末実施）  

①目的：次年度の計画立案のために学習会に対する要望を把握する 

②対象：全スタッフ対象 

③方法：googleアンケート 

④結果 

・回収率 94％（30/32人） 

・学習会の開催頻度は月１回が 63％と一番多く、隔週１回が 23％と次に多か

った。実施時  間は『30分～１時間』が 70％、次いで『30分以内』27％

となっている。学習会の実施形態 は複数回答でＺｏｏｍ、ＴＶ、対面、動

画視聴の順に多かった。 

・学習会の内容については別表参照。 
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質問３：学習会内容として関心あるもの。(n=26) 

 

内容 数 

実践にすぐに役立つ内容やケア ６ 

事例検討・紹介、ケーススタディ ５ 

疾患別（分野別）訪問看護のポイント ３ 

認知症ケア、接し方 ２ 

ターミナルケア ２ 

小児のケア・サービス ２ 

新しい情報 １ 

根拠ある看護技術の方法と効果 １ 

リンパマッサージ、アロマテラピー １ 
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質問３：学習会内容として関心あるもの。(n=26) 

 

内容 数 

実践にすぐに役立つ内容やケア ６ 

褥瘡処置、排便コントロール（下剤） １ 

自宅訪問に向けての心構え １ 

他職種連携 １ 

在宅制度・社会資源 １ 

リハビリ １ 

看護過程・NANDA １ 

事務が聞き耳を立てる内容 １ 

 

質問４：過去 1 カ月の業務で「困った！」こと (n=9) 

内容 

知識 スキル不足 

経験が少ない患者への訪問（難病、小児末期がんなど） 

経験にない症例を相談できない 

相談する相手がいない 

唾液対応（唾液がたれこみ痰が増える） 

利用者家族がマスクをしてくれない時。 

利用者さんと家族の意見が相違、板挟みに…。 

利用者の方の家族によく分からない理由で怒られた。 

同行訪問なしでの初回訪問でトラブルが発生した。 

訪問診療のクリニックとの連携 

障害福祉サービスの使い方 

子供の発達支援や障害児保育の知識がなくご家族への説明が困った 
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質問５：経験のシェアができること (n=6)  

内容 数 

シェアできる経験はない ２ 

リハビリに関するノウハウ １ 

ケアで抱えるジレンマ １ 

地域支援活動の意義～参加者の語りから～ １ 

連携してよかった多職種、多機関 １ 

睡眠セルフケア １ 

誤嚥なくおいしく食べられる食事 １ 

 

質問７：学習会の進め方 (n=6)  

内容 数 

年間計画の公表 2 

アカデミックな進め方 1 

組織として年間テーマを決め学びを明確にする 1 

資料の事前配布で参加者が質問や意見をもてるようにする 1 

事務所のスタッフ間でコミュニケーションを図る場が欲しい 1 

 

質問８：学習会への要望 （n=4） 

内容 

実践と理論の融合 

勉強会を通じて意志共有が図れたらいい。 

企画した学習会にはできるだけ参加したい。 

スケジュール組むだけで大変かと思いますがよろしくお願い致します。 

 

９．小児係 

担当者： 

主に小児連携会議関係： 

＜目標・活動方針＞ 

・所内看護師が小児訪問看護に不安なく取り組むことができ、小児訪問看護実



 58  
 

践力向上が図れるようサポートする 

・地域の医療的ケア児（者）や障がい児（者）を支援する医療・福祉・教育・

行政・当事者の会などが、相互理解や連携しやすい環境づくりに貢献する 

令和３年度 総括 

・ＭＣＳによる研修広報やＢＬＳ研修開催のみで、積極的な活動が出来ていな

かったことを反省する。令和４年度はメンバーも増えたため活動を計画的に

再開する。 

 

 10.外部委員等 

 ・東京都在宅介護・医療協働推進部会：平原優美 

  東京都における訪問看護推進事業について検討した。 

 

 ・東京都訪問看護ステーション協会： 

研修会の担当として、毎月会議を行い、企画し、実施した。 

令和３年度は、オンデマンド研修４件、集合・オンライン研修６件、対象

は、新任・中堅・管理者までと幅広く、研修内容を検討・企画し、実施し

た。コロナの影響もあり、集合研修だけでなく、オンラインでの研修を増

やし、参加しやすい環境を作った。また、ＶＲ研修のシナリオ作りの検討

など、新しい、研修スタイルに挑戦した。今年度までは、概論的な企画が

多く、参加人数が低迷していた。担当となった 12月の中堅向けの研修で

は、実践をより深め、持ち帰ってステーションでの指導に役立てるものと

考え、技術講義「在宅におけるリンパ浮腫ケア」と題して、外部から講師

の方をお迎えし、新たに企画し実施した。      参加費が高い研修

にも関わらず、70名ほどの募集があり、実際の参加人数は、50名ほどでし

たが、ニーズに合った研修となった。また、この結果を受け、今後の研修

内容の見直しをするきっかけにもなった。 

 

 ・東京都北特別支援学校 運営協議会委員： 

   年３回の運営協議会では、学校の授業内容の評価や学校運営評価まで細

部に至る内容に対して協議した。 

 

 ・北区在宅療養推進会議 委員： 

   オンライン会議にて年 2回の会議を開催した。 

 

 ・北区自立支援協議会 医療的ケア児・者支援部会委員： 

   区役所にて医療的ケア児・者の法制度を背景に当事者からの発表をもと

に北区での方針について協議した。 

 

 ・日本在宅ケアアライアンス 副理事長 

   在宅関連の 19団体で構成される一般社団において副理事として常務理事  
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会が月２回の定例会にて事業を運営した。 

 

Ⅲ. 経営実績 

１．現状分析 

（単位：千円） 

 経常収益 経常費用 経常増減額 

前年度 

（令和２年度） 
２４９，７２４ ２３３，０３９ １６，６８５ 

今年度 

(令和３年度) 
２５４，５２０ ２３４,５７５ １９，９４５ 

対前年度対比 ４，７９６ １,５３６ ３，２６０ 

 ※令和 2年度、令和 3年度も全職員にボーナス以外の年度末手当支給 

２．要因分析 

 新型コロナウイルス感染症自宅療養者対応を令和３年度に北区から委託を受

けたことが令和２年度より増加した理由である。 

 

３．課題 

 新型コロナウイルス感染症自宅療養者対応を含めた東京都、北区からの委託

事業費を含めず、総事業費から収支が安定することを目指したい。 
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第３章 令和４年度事業方針 

Ⅰ 事業概要 

 １．訪問看護事業 

  １）全体の方針と目標 

 

 

２）神谷 

目標： 

①休みやすく働きやすい環境をつくる。 

②ケアや困りごとなど相談しやすい雰囲気をつくる 

 

３）赤羽サテライト 

 前年度の目標達成されていないため、今年度も継続とする。 

目標： 

① 休みやすく、安心安全に働きやすい環境をつくる。 

② 各自が目標に向かうためのモチベーションを維持できるよう、学びを共有

し深める機会をつくる。 

③ ①②により提供する看護の質の維持・向上につなげることがで  きる。 

 

機会 脅威 強み 弱み

機会 強み

 働き方 改革    的 職場づく 

 安全     ケア 提供 き シ  ム

脅威

弱み

    体制 利     最適  図 

①職    くコミュ

ニケ ション 困難

  職 全  参加     運営体制 構築

  

     働け 職場

  専門職 学び 深  教育体制整備

  職 体制 事 規模 最適  図 

  毎週火曜日 全 参加 係     会

議 勉強会 ど 行 

  全職     休取得日  間  日   

 勤看護  実 週 日勤務   

  職  ケアや支援 含  経験  有 き

互  エンパワメント き 

③  社会 むけ   

包括ケアシ  ム   

み  齢 や障    

 支援統合   む

①   開設訪問看護 

  ション 急増  小

 特 型   ション 

精神特 型   ション

 近隣 増え   

②介護 険報酬  険 

 財源背景 ら増額 見

込   

利    族     き逝く力 最大限引

き出せ ケアや支援  き 職   き き

  長 き    ション
①精神や小   ん末

期等 特 小    

名  利  へ ケア

  き 。

②認定 専門 特定行

為看護   タッフ

③教育   ション

事 や 養相談窓口

事  ど  託  

け   。

④東京     特 

支援学校運営協議会等

 く   会 就任 

 機 連携 き 。

⑤居 介護支援事  

雄団支援事  実施 

   

職員が健康で質の高いケアを提供する。

①  的ケア 法 立 

           

    的ケア コ 

ディネ タ 設置  予

定。

②② 立大塚 院   的

ケア   センタ   

 。
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計画： 

・事業所ごとの話合い、スケジュール調整の時間をもつ。 

（案：金曜９：05～15分間）。 

・悩んでいるケースなどについて話し合う。 

・新規から担当できるよう、担当希望者をつのる。 

・空き枠を利用し、未経験分野の症例への同行希望や、看護上悩んでおり同行

してもらってアドバイスが欲しいなどの意見を吸い上げながら、スタッフの

経験を増やす調整をする。 

・当番をしている人が週休 2日とれるように。振替休日となるように。 

・リーダー枠の確保をする。 

・皆が気兼ねなく休みをとれるようにする。 

・一人の利用者に対し、複数の看護師が訪問できるようにする。 

・事業所内の整理・整頓・清潔・清掃・清潔に努める。 

・係を中心に、事業所内の物品の把握、断捨離、整理をする。 

 

４）リハビリチーム 

（１）目標 

① 現状の稼働を維持する。 

② リハの質の維持向上を図る。 

③ 業務の効率化を図る。 

 

（２）具体的計画 

① 訪問件数：１人当たり一日４～５件とし、６件以上の訪問は避ける。 

② 訪問回数・訪問時間を適宜見直し、適正なリハビリテーションの提供に努

める。 

③ 各種研修会等に参加し、質的な向上を目指す。 

④ 業務の効率化に向けた取り組み：スケジュール調整管理、代行システムを

整理する。 

また、各種マニュアル作成(新規受け入れ・自主トレ指導プリント)も検討する。 

 

５）看護補助チーム 

補助が二人体制になって、今まで補助が入れなかった利用者さんの所にもい

けるようになったので、どちらでも代わりに行けるよう、また、より良いケアが

出来るよう補助同士で共有し合う。 

 

２．居宅介護支援事業 

１）令和４年度活動方針 

 地域におけるケアのニーズを意識しながら、訪問看護ステーション併設の居

宅介護支援事業所の強みを生かし貢献できるように期待に応えていく。 

医療的なニーズが大きいケース、制度横断的なケースなど訪問看護と一体的に
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ケアを提供することで支援効果が大きいようなケースに、対応していく。 

 

２）安定した経営 

 利用者  40名 

  内訳   40名×14,101 円×12 カ月＝6,768,720円 

 

３）人員体制 

常勤２名（相談支援専門員との兼務含む） 

 

４）具体的活動 

①訪問看護と一体的提供して有効性が確認できるケアマネジメントの蓄積、

実証、提言などの働きかけ（目標：蓄積と記録） 

②居宅介護支援事業の業務マニュアルの作成（目標：年度末までに原案作成） 

③急増・重度化・複雑化する社会のケアニーズの中で、訪問看護を必要とす

る人々にソーシャルワーク機能を発揮して支援を繋げる。 

④各福祉制度や行政上の分類を超えたケアマネジメントの展開と推進。（目

標年間５件以上） 

適正数のケアプランの担当（目標：月平均 40件以上） 

⑤質の高いケアマネジメントのための人材育成（目標：年間８研修以上に参

加） 

⑥相談支援事業所や訪問看護との合同の症例検討会や研修の開催（年間 12

件以上） 

 

３．相談支援事業 

１）令和４年度活動方針 

 地域でニーズの高い医療的なケアを必要とするお子さんとそのご家族に対

し、ワンストップでの相談対応ができるように、訪問看護ステーション併設の

相談支援事業所としての機能を発揮し、対応力を高めていく。 

 

２）安定した経営 

 利用者  65名 

 請求内訳   サービス等利用支援 月平均 5 名×19,174 円×12 カ月＝

1,150,440円  

        サービス等継続支援 月平均 12 名×15,937 円×12 カ月

＝2,294,928円 

合計＝3,445,368円 

 

３）人員体制 

常勤２名（介護支援専門員と兼務含む）非常勤１名 
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４）具体的活動 

①医療的ケア児（者）や重症心身障害児者の積極的な対応 

②訪問看護と一体的提供することで支援効果が高まる相談支援の実践の蓄

積、実証、提言などの働きかけ（目標：蓄積と記録） 

③機能強化型訪問看護ステーション併設の相談支援事業としての業務の標

準化 

④居宅介護支援事業所と併設している相談支援事業所の実践の蓄積、実証、

提言などの働きかけ（目標：蓄積と記録） 

⑤全世代に対応した訪問看護ステーションとしてのソーシャルワーク機能

を担う（統合的ケアを志向する。） 

 

４．地域支援事業 

１）目標 

＃１委員会として機能できる 

＃２スタッフから地域支援事業の起案が多く上がる 

＃３業務時間内で活動や活動準備が行える体制作り 

＃４スタッフの協力・理解が深まる 

２）活動予定 

①「作品展」令和４年９月（１ヶ月間） 

喫茶店十条梅の木のギャラリーを仮押さえしている。同時期に作品展の会場

から、あすか山祭りとしてライブ配信ができないかも検討中（この方法であれ

ば、準備の負担を減らすことができる？）。 

②あすか山新聞の記事投稿について 

「あすかクリニック」という医療情報コーナーをスタッフに持ち回りで記事

を書いてもらう。委員会ごとに記事を書いてもらうなど、管理者から記事の投

稿を依頼する。読者の方からの感想や記事の投稿を集めるため、アンケート葉

書のようなもの作り新聞に挟み、葉書は担当スタッフに渡す、または切手を貼

って送ってもらう方法で集めるなども取り入れていきたい。 

③掲示板の活用 

掲示板にあすか山新聞を貼ったところ、興味を持って見てくれている人が多

いことがわかった。あすか山新聞は今後も掲示板に掲示し、新聞自体も一般に

配布することも検討する。 

④ご遺族へのお知らせ 

あすか山祭りを見てくださったご遺族から、心が癒されたとの感想を頂いた。

連絡先をリストアップしておき、イベントのお知らせやあすか山新聞の配布を

もと担当者が一筆添えて送ることも検討していく。 

⑤YouTube「あすかやまつながるチャンネル」の活用 

これまでのお祭りで配信した歌やパフォーマンスの動画を、短編でアップし

たり、お祭りやイベントの準備の様子をアップするなど、さらに活用していき

たい。 
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⑥ホームページにこれまでの活動をまとめる（たたき台の作成） 

ホームページの作成については今後話し合いが必要だが、叩き台としてこれ

までの地域支援活動や活動の意義、利用者さんやご家族の言葉などを盛り込ん

だものを作成してみる。スタッフの理解を得るため、新入職員のオリエンテー

ション資料として、ボランティア募集や寄付金の募集などにもつなげられると

良い。 

⑦各委員会とのコラボ企画 

みんなでカレーを作って食べる係、５年後を考える委員会などとコラボしな

がら、一緒に企画を考えてサポートしていく。 

 

５．公益事業 

１）教育実習 

 看護大学教育課程、認定・専門看護師教育課程、東京都看護協会・東京都訪問

看護ステーション協会等の教育研修の依頼があれば受ける。 

看護大学は７大学の学部実習、札幌市立大学大学院の演習を予定している。 

２）東京都委託事業 

 教育ステーション事業と小児在宅移行研修事業を受託する。 

 

３）北区委託事業 

（１）在宅療養相談窓口事業 

・東京都北区の特徴である高齢分野に限らず、障害や小児からの相談も含め幅

広い相談対象からの相談に応えていく。 

・区内外の専門職からの様々な在宅療養上の相談に対応できるように、窓口担

当の連携力を高めていく。 

（２）新型コロナウイルス感染者自宅療養者対応事業 

 ・令和４年度も引き続き北区保健所から中等症、入院待機者について対応を実  

施していく。 

 

４）介護職へのたん等の吸引指導 

・引き続き、ヘルパー事業所からの依頼に応えて、実地研修を実施していく。 

 

Ⅱ. 訪問看護ステーションの運営（委員会活動、係活動） 

 １．ハラスメント委員会（財団全体） 

・オンラインによる会議の継続 

・財団のハラスメント研修への全員受講をすすめる 

・マニュアルの作成 

・アンケートを実施し、実態把握に努める 
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２．ＢＣＰ委員会（財団全体） 

 

・あすか山 BCP完成 

・職員への周知 

・備えや訓練の継続 

 

３．虐待対策委員会（財団全体） 

 ・法人全体での「高齢・障害・児童」の虐待防止や身体拘束の研修の実施 

 ・虐待対応、身体拘束禁止のマニュアルの作成 

 ・各事業所で発生した虐待や身体拘束の事例に」ついて委員会での検討 

 ・委員会で検討した内容を全職員に周知することとその方法の確立 

 ・虐待防止・身体拘束禁止検討員会の定期開催 

 

４．医療安全委員会 

目標：利用者・支援者がともに安全にケアを遂行できるように取り組む 

計画： 

①インシデント・アクシデント・事故についての報告と検討する 

②ロボットスーツを管理し、神谷・赤羽ともに使用しやすいよう共有してい

く 

③骨折に関する実態調査と、生活環境が及ぼす身体への影響の実態調査をま

とめ、報告発信していく 

 

５．働き方改革委員会 

 令和４年３月に行った委員会では、現況と今後の課題について以下の内容が

委員会メンバーより挙げられた。 

●スケジュールに関して 

・今までよりも、休憩が取れるように配慮してもらえるようにはなったが、休憩

が１時間取れないことがある。 

・ステーション全体の利用者数が減ったが、スタッフも減っているので、スケジ

ュールに余裕がないことがある。 

・訪問の動線が悪く、スケジュールに余裕がない。 

●残業に関して 

・残業があいまいなため、整理していく必要がある。 

・記録の入力での残業が多く、訪問時間内で、記録が終わらせられるのが理想。

記録の内容など様々な課題があるため記録委員会とも連携していく。 

・管理職に委員会に入ってもらう方が、活動がスムーズにいくのではないか。 

これら含めたステーションの課題解決に向けて、毎月の委員会で話し合いを

続けていく予定である。上半期・下半期で 1つずつ、具体的な業務改善案等の提

案や勉強会開催等を行っていきたい。 

 



 66  
 

６．５年後のあすか山を考える委員会 

メンバー： 

・メンバーで５年後に実施できる事業案を出し合う。 

・ご家族の支援になる事も検討する 

・就労継続支援について、ワークここや経験者からの情報収集をしてく 

・所内でのアンケート調査等により皆の意見を踏まえて、実現可能な事業を検討

していく。 

 

７．記録検討委員会 

１．上半期：日々の訪問記録について現行システムの整理、具体的には入力規則

の確認、「病状」～「コメント」欄に記載する内容の整理を行う。また、報

告書作成の手順について再度確認・整理を行う。なお、「０」欄の入力内容

については各部門で詳細の検討を行う。入力内容の調整ができ次第、各部門

で適宜運用開始としたい。 

２．下半期：上半期の進捗をみながら適宜検討・調整していく。 

３．計画書関連の事項について、医療・介護連携の動向を踏まえつつ、管理者含

めての協議を検討する。 

 

８．学習会係 

１）令和４年度メンバー 

 

２）令和４年度の指針 

介護保険に関わる必須研修の実施は毎年必要な状況にある。前年度までは、

毎年、担当者を決め、学習内容、資料作成に当たっていた。昨今の働き方改革

等を踏まえ、本年度は外部資料や、既存の研修資料の活用を勧め、次年度以降

の仕組化を目指す。 

専門職団体として、専門職者が自身のライセンス、キャリアを磨くにあたり、

学習し続けることが可能な環境の整備が必要である。また、専門職者自身の現

状での立ち位置、課題を把握する必要がある。日々の対象者に対する課題の共、

解決の場としてのケースカンファレンスの他に、学習環境整備についても計画

的に行う必要がある。 

 社会情勢の変化、医療技術の発達により、地域での医療ニーズが多様化して

きている。ニーズの変化の把握とともに、必要な知識と技術の習得を促す必要

がある。 

 

３）目標 

■学習環境の整備 

・必須研修の実施：財団の既存の研修、実施済みの研修動画の活用/職員が実

施した講義の動画の活用/研修参加の確認 ※１ 

・財団研修の福利厚生の周知、活用の促進、研修参加状況の把握 ※２ 
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・他の学習促進方法の思案(未定) 

■社会情勢の変化に伴う医療ニーズへの対応 

・勉強会の実施：社会情勢含めた現状把握、求められている知識や技術の確認

と習得を目指した開催 ※３ 

■ラダーの活用促進 

・職員に対して「東京都訪問看護キャリアラダー」の紹介を実施 ※４ 

・上記の目標の実施による、当ステーションでの大まかな研修ルール(勤務内、

勤務外の線引き)の策定 

 

※１:動画の活用においては、著作権等の権利の問題もあり、活用方法の確認

を十分に行い、利用方法の周知を行う。 

※２:当ステーション職員は財団研修を無料で受講可能であるが、これは福利

厚生の位置づけであり、財団から資金が出されていることが周知されていな

い状況にある。 

※３:立案時点では、小児係、精神保健福祉士からの勉強会を予定 

※４：現状では、該当ラダーについては、管理者面談等での活用は計画されて

いない。あくまでも自己のキャリア管理、課題抽出を目的とした活用である。 

 

４）計画と実施方法 

※以下は年度開始時の予定であり、適宜変更を行っていく 

※５月については、総括の共有で勉強会の枠を使用 

開催月 項目 概要（予定） 

4月 災害時の動きについて マニュアルの確認、読み直し 

5月 （総括の共有） 
各スタッフの（学習）課題を共有。     

係の計画の確認 

6月 勉強会 排便コントロール（永井さんより） 

7月 倫理法令順守研修 虐待予防について 

8月 事故発生防止研修 医療安全委員会との合同実施 

9月 
個人情報研修 

認知症に関する研修 

動画視聴とディスカッション 

介護保険法について触れる 

10月 ケースカンファレンス 
ケース共有（竹内さんより） 

※時期を早める可能性が高い 

11月 感染症研修 
訪問看護師の対応マニュアルの読み合わ

せ等 

12月 勉強会（仮） 希望者、委員会の要望に応じる。 

1月 勉強会 
「精神保健福祉士の活動について」又は

「障害者の就労について」（牧野さんより） 

2月 
勉強会、アンケート実施 

認知症に関する研修 

小児係との合同実施 

財団研修の録画の視聴。 
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3月 
引継ぎ、 

翌年度分の必須研修開始 

本年度の総括作成、 

必須研修の消化開始（～8月） 

 

＝実施方法＝ 

・前年度実施のアンケートを参考に、勉強会の頻度は「月１回」、第１週のお昼

休みとする。実施時間は「30 分～１時間」をベースとする。しかし、休憩時

間や週礼の実施と重なることを考慮すると、実施時間は 30～45分間が妥当と

考える。 

・基本内容は、必須研修をベースとして実施、加えて各係との合同開催、ケース

カンファレンスを実施していく。以下が定められた必須研修の項目である。必

須研修の実施については、その実施期間が 10月～翌年８月と年度をまたぐた

め、前年度の実施状況に合わせて実施する。尚、必須研修の内容については、

積極的に外部組織の研修内容や資料を活用する。④については、前年度よりコ

ロナ感染症により継続的に MCS で情報共有を行っており、それらを持って研

修実施とする。 

 

①利用者のプライバシー保護の取り組みにかかる研修。 

②倫理及び法令順守にかかる研修。 

③事故防止につながる事例の検討、事故の発生予防等に関する研修、事故の発生

など緊急時の対応に関する研修の実施 

④感染症及び食中毒歩発生事例との検討/感染症及び食中毒の発生の予防等に

関する研修 

⑤利用者の対応や従業者に対する認知症等に関する研修 

 

・各係との合同実施の勉強会については、計画作成時点では個人、係を含め３件

が予定されている。 

・ケースカンファレンスについては、勉強会での実施以外にも日常的に開催出来

ることが好ましい。本年度の勉強会で試行、その結果に対して、年度末にアン

ケートを実施する。 

 

 

９．小児係 

１）所内伝達講習や勉強会の開催  

・小児ＢＬＳ勉強会の開催：今年度から小児係メンバーで実施 

新入職者が複数になり少し業務に慣れてきた頃を目安に、財団より借用中

（神谷事務所保管中）の小児シミュレーター２体を使用し実施する。 

・北療育医療センター重症心身障害児認定看護師による勉強会の開催： 

12:30からの１時間程度、または夕方のＺｏｏｍ開催。トピックスについて

はスタッフの意見も参考に検討する 

２）小児訪問看護実践力向上に向けた所内整備 
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・知識・技術チェックリストの作成 

スタッフが自身の小児訪問看護の習熟度を確認し、今後の課題を見出すツー

ルとして活用でき、学習や経験が継続できるよう支援する。 

・小児関連の研修リストの作成  

毎年開催されているような研修など、年間の学習計画が立てやすいように整

理し告知できるようにする。 

・小児に関する記録物の整備（小児用新規受付簿、救急シートの見直し） 

・小児に関する物品の把握と整備（必要なものは使用マニュアル作り） 

３）小児に関する研修の情報収集と所内広報活動 担当：鷲津 

ＭＣＳを活用し小児関係の広報活動を継続する。 

４）小児地域連携会議（名称変更検討中）の開催 

２年以上開催出来ていないため、今年度は計画や評価など運営メンバーとし

て参加する。 

 

10.外部委員等 

・東京都在宅介護・医療協働推進部会： 

・東京都循環器病対策推進協議会： 

 ・東京都訪問看護ステーション協会： 

  新任看護師研修・キャリアラダー研修・ＢＣＰ災害研修・精神科訪問看

護算定要件研修など固定研修の継続実施、ＶＲ研修の実施、概論研修も大

事にしつつ、技術研修を多く企画していく。 

５月実習指導者研修、６月小児の移行支援、７月在宅におけるリンパ浮

腫ケア、８月排泄ケア、９月実習指導研修、10月倫理研修、11月認知症ケ

ア、12月パーキンソン病ケア、令和５年１月嚥下・栄養ケア、２月家族支

援、３月看取り期のコミュニケーションスキルを予定。 

 ・東京都北特別支援学校 運営協議会委員： 

 ・北区在宅療養推進会議 委員：  

 ・北区自立支援協議会 医療的ケア児・者支援部会委員 

 ・日本在宅ケアアライアンス 副理事長： 

 ・東京都医療的ケア児コーディネーター養成研修検討委員会 

・東京都社会福祉協議会センター分科会拡大研修企画委員会  
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おわりに 

 

令和３年度は、職員体制の大きな変動があったにもかかわらず、全員がそれぞ

れの役割を精一杯果たし、災害時であっても事業継続ができ、さらに経営的にも

黒字決算ができたと思います。 

 これの２年連続した経営安定を基盤に、令和４年度は新体制と全職員参加に

よる運営方法と働き方を改革にそった職場づくりをしていきたいと思います。 


